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6.5 ロジックツリーの作成 

6.5.1 一般事項  次の項目について，手順に従い実施する。 
① ロジックツリーで考慮すべき不確実さ要因の選定 (6.5.2に記述） 
② 専門家活用水準の設定            （6.5.3に記述） 
③ 専門家活用水準ごとのロジックツリー作成手順 （6.5.4に記述） 
④ TI，TFI，専門家の選定基準          （6.5.5に記述） 
⑤ TI,TFI,専門家の責任の範囲          （6.5.6に記述） 

6.5.4 専門家活用水準毎のロジックツリー作成手順 

■ 専門家活用水準２でのロ
ジックツリー作成手順の
実運用例（柏崎刈羽NPP
基準地震動審査） 



11 

6.5.6 ロジックツリー作成におけるTI，TFI，専門家の責任の範囲 

・ロジックツリー作成におけるTI，TFI，専門家は，提案した技術的内容
については責任を負うが， 

・その結果作成された地震動ハザード評価結果及びその結果に基づく原
子力発電所の安全性，並びにリスク評価結果の活用に関する責任は負
わせないものとする。 



■ 地震動ハザード評価に当っては，震源モデルの設定に多くの時間を 

かけることを避け，効率よくハザード評価を行うことに留意する。 

・まず，概略のハザード評価を行い，ハザードを特定及び領域の震源 

に大別した上で，更に，それぞれに含まれる震源の内訳を明示する。 

・次いで，これらの内訳から全震源のハザードに寄与する震源と 

しない震源に大別し，スクリーニングを行う。 

・そして，ハザードに寄与する震源を対象として，震源モデル及び 

地震動伝播モデルの設定を詳細化する。 

・また，理学的観点から震源モデルの設定を検討している段階 

において，工学的観点から地震動ハザードの概略を明示し， 

ハザードに寄与する震源について，理学の知見を積極的に活用する。 
12 

6.6 地震動ハザードの評価 

6.6.1 一般事項  次の項目について，手順に従い実施する。 
① 地震動ハザードの概略評価及び内訳表示とスクリーニング  （6.6.2） 
② 炉心損傷頻度評価のための地震動ハザード評価       （6.6.3） 
③ フラジリティ評価用地震動作成のための地震動ハザード評価 （6.6.4） 
④ M9級巨大地震の余震の地震動ハザード評価          （6.6.5） 

6.6.5 地震動ハザードの概略評価及び内訳表示と 

スクリーニング 
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6.6.5 M9級巨大地震の余震の地震動ハザード評価 

c) M9級巨大地震の余震の地震動ハザードの取り扱いの留意事項 

 

・2007年実施基準では，M8.6程度以下の本震による余震のCDFへの影響は小さいと
して，地震動ハザード評価では余震を取り除いていた。 

・東北地震では，M7.7の最大余震が観測された。 
・M9級巨大地震による余震地震動ハザードを評価し，CDFへの影響を定量評価する 
・上記余震地震動ハザード評価は，本震の地震動ハザード評価と独立に評価する 



1) 機器免震  
・機器免震としては，水平，上下，両用免震が想定される。 
・上下免震は、設定周期が約1秒前後と周期設定の範囲が限られている。 
・約1秒以下では加速度低減効果が少なく，それ以上では自重支持が維持できない。 
・上下動免震においては，入力動の周期特性の免震効果への影響が特に大きい。 

2) 排気筒  
・排気筒は、やや長周期地震動の影響構造を受けやすい物であるが， 
・制振ダンパー等を設置し，応答を低減させている場合も多い。 

3) スロッシング  
・スロッシングは長周期地震動により発生し易い。 
・長周期のスロッシングが発生しないよう間仕切りを設ける等が行われる。 
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6.7 フラジリティ評価用地震動の作成 

6.7.1 一般事項 次の項目ついて，手順に従い実施する。 
① 地震動強さの設定                （6.7.2に記述） 
② 地震動作成手法の選択           （6.7.3に記述） 
③ 目標スペクトルの設定           （6.7.4に記述） 
④ 時刻歴波形の作成               （6.7.5に記述） 
⑤ 免震型原子力発電施設を対象とする場合の留意事 （6.7.6に記述） 

6.7.6 免震型構造物，排気筒等を対象とする場合の留意事項 
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6.8 複数プラントにおけるハザード評価の留意事項 

ユニット１ ユニット 2 ユニット 3

機器応答
の相関

入力動の相関

a) 全ての対象建物・構築物に対して同一の距離減衰式を適用する場合，観測記録

から対象建物・構築物地点の地震動が同程度であることを確認する。 

b) 観測記録が不十分等の理由から確認できない場合や地点により揺れが異なる場

合は，認識論的不確実さとして考慮する。 

c) 観測記録により対象建物・構築物地点の地震動に明確な違いが認められる場合

には，違いが認められる地点ごとに異なる距離減衰式を適用してもよい。 

d) フラジリティ評価で複数の対象建物・構築物を評価する場合は，観測記録から

地震に対する揺れの相関性を確認することが望ましい。 

e) 地震動強度の相関は，震源特性，伝播特性，サイト特性のそれぞれにおける不

確実性の分離，地点間の距離による相関の定量化など適切に評価する。 
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6.9 断層変位及び地殻変動のハザード評価 

6.9.1 一般事項 次の項目について，手順に従い実施する。 
① 断層変位ハザードの評価          （6.9.2に記述） 
② 地殻変動ハザードの評価          (6.9.3に記述） 

6.9.2 断層変位ハザードの評価 

b) 評価手順 

1) 断層変位の年超過頻度は，図6.20に示すように地表面での主断層及び副断
層の2種類の断層による断層変位の頻度の和として評価する。 

2) 主断層による断層変位の年超過頻度の評価 
3) 副断層による断層変位の年超過頻度の評価 

主断層が評価点を通る場合 主断層が評価点を通る場合 

●：評価点     ：活断層の活動による主断層 
F1,F2:活断層    ：   同     副断層 

F1 
F1 

F2 F2 

断層変位(m) 

超
過

頻
度

(
1
/
年

)
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6.9.3 地殻変動のハザード評価 

a) 基本方針 

陸上地形
モデル

サイト近傍海底
地形モデル

遠地海底地形
モデル

波源モデル

津波初期水位
（＝海底地殻変動）

地殻変動解析
津波伝播解析

津波水位変動

陸上地形
モデル

サイト近傍海底
地形モデル

遠地海底地形
モデル

波源モデル

津波初期水位
（＝海底地殻変動）

地殻変動解析
津波伝播解析

津波水位変動

1) 地殻変動のハザードの評価方法は、現状で提案されていない。 
2) 個々の地震動・津波モデルに対して隆起・沈降，傾斜等を評価することが望ま

しい。 
3) 地殻変動のハザード評価は，基本として，津波ハザード評価の波源モデルを参

照として評価する。 
3.1) 海域の震源断層による海底地形面の隆起・沈降に伴う海面の変形が、初期

水位分布となるから，断層モデルの設定が望ましい。 
3.2) 巨大地震による地震動評価と津波評価においては，広域な震源の地殻変動

や断層変位は整合性を確保することが望ましい。 
3.3) その全貌を捉えるためには，地殻変動量等が直接的に影響する津波の情報

を活用することが望ましい。  

波源モデル 
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6.10 複合ハザード評価及び地震随伴事象PRAに用いる地震動ハザード 

6.10.1 一般事項 複合ハザード評価及び地震随伴事象PRAで用いる地震動ハ
ザードについては，次の項目について，手順に従い実施する。 

①  地震起因の津波ハザードとの重畳評価           （6.10.2） 
②  地震随伴事象PRAでフラジリティ評価に用いる地震動ハザード（6.10.3） 

6.10.2 地震起因の津波ハザードとの重畳評価 

1) 地震動ハザードは，解放基盤での地震動の大きさとその超過頻度の関係（図
6.22）。 

2) 津波ハザードは，海岸地形の影響を受けない地点での津波水位とその超過頻度と
の関係（図6.22）。 

3) 両ハザードを評価する地震は全て共通とし，地震毎に 
地震動と津波高さの中央値とばらつきを評価する。 

4) 地震動と津波のばらつきに相関がないと仮定すれば， 
地震毎に特定の地震動の大きさが生じる場合の 
津波高さの分布が得られる。 

5) 全頻度を考慮して地震に対して足し合わせれば， 
全体として特定の地震動の大きさが生じる場合の 
津波高さの分布が得られる。 

 

b) 地震と津波ハザードとの重畳評価の手順 
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6.10.3 地震随伴事象PRAに用いるフラジリティ評価用地震動ハザード 

45

斜面模型：横幅４．５m×奥行き２．５m×高さ３．８m（２体）
三層模型 一層模型

斜面模型：横幅４．５m×奥行き２．５m×高さ３．８m（２体）

4.5m

3.8m

4.5m

観測波水平600gal、鉛直400gal

観測波水平600gal、鉛直400gal

クラック発生個所に
浅いすべりが発生
崩壊形態は進行的

観測波水平800gal

■天頂亀裂～のり尻部に滑り線が形成され、崩壊
■崩壊形態は進行的

加速度計の設置
土槽

地盤
模型

ビデオキャプチャーボード

標点

土構造物の模型

CCDカメラ

画像解析ソフト

画像解析装置の設置

段切り：弱層の上
下の摩擦力付加

二重シート
：摩擦除去シート挿入

計測装置
・加速度計

・接触、ﾚｰｻﾞ変位計
・ひずみ（画像解析）

9

a) 地震起因の周辺斜面崩壊による建屋・構造物・機器のフラジリティ評価用地震動
ハザード 

 ・サイト周辺斜面は地震動によって崩壊し，屋外構造物・機器や建屋の損傷に影
響を及ぼす。これらのフラジリティ評価では，6.6での地震動ハザードを用いる。 

b) 地震起因の火災源のフラジリティ評価用地震動ハザード 
・建屋内外の構造物・機器（電気機器，変圧器内絶縁油，ケーブル等）は，地震
動下において火災源となる。火災源の発火確率は，地震動で損傷する確率と，
損傷した場合に発火するかどうかの条件付き確率を求め，両者を掛け合わせて
求める。地震動による火災源のフラジリティ評価では，上記a)と同様とする。 

c) 地震起因の内部溢水による構造物・機器のフラジリティ評価用地震動ハザード 
・地震起因の内部溢水源のフラジリティ評価では，地震動ハザードの加速度・速

度レベル毎に対応して評価されるので，上記a)と同様とする。 


